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西和賀町下水道事業経営戦略 

  

第１章 経営戦略策定の背景と概要  

 

１－１ 経営戦略策定の背景 

 我が国における下水道事業は、その規模の大小を問わず、水洗化人口や使用料収入の減少、下

水道施設の老朽化による更新需要の増大、東日本大震災を踏まえた「強靭」さの抜本的な見直し

等、厳しい事業環境の変化に対応する必要があります。 

本町における下水道事業においても、人口減少社会の進行に伴う使用料収入の減少や下水道施

設の老朽化に伴う更新費用の増大などにより、厳しさを増している状況です。 

 このような中、将来にわたり安定した下水道事業を運営するために、総務省より「公営企業の

経営にあたっての留意事項について」（平成２６年８月２９日付 総務省自治財政局公営企業課

長・同公営企業経営室長・同準公営企業室長通知）や「経営戦略の改定推進について」（令和４年

１月２５日付 総務省自治財政局公営企業課長・同公営企業経営室長・同準公営企業室長通知）

が発出され、経営戦略の策定・改定により、経営戦略の強化と財政マネジメントの向上を図るこ

とが求められています。 

本業務は、特別会計単位での経営戦略策定が要請されていることから、下水道事業会計全体の

経営戦略を策定するものですが、経営戦略策定・改定のガイドラインに従い、特定環境保全公共

下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業のそれぞれで投資・財政計画（収支

計画）を策定します。 

 本町においては、中長期的な視点から持続可能な事業運営を図ることを目的に、２０１７年（平

成２９年）３月に経営戦略を策定し、これに沿った取り組みを進めてきました。策定から５年以

上が経過し、２０２４年度（令和６年度）には公営企業会計に移行したことから、ＰＤＣＡサイ

クル等を通じて、策定内容の見直しを図るべく改定を行いました。 

 

 

１－２ 計画期間 

 本経営戦略の計画期間は、２０２６年度（令和８年度）から２０３５年度（令和１７年度）ま

での１０年間とし、策定内容については、社会情勢や経営状況等の変化を踏まえて、概ね５年毎

に見直しを行うものとします。 
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西和賀町下水道事業経営戦略 

 

第２章 下水道事業の概要  

 

下水道は、「浸水防除」、「公衆衛生の向上」、「公共水域の水質保全」という大きな３つの役割が

あり、美しい自然と人々が健康で快適な生活環境をつくるための欠かせない生活基盤施設です。 

本町では、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の３

事業を運営しており、町民の日常生活や産業活動に欠かすことができない重要なライフラインと

して機能しています。 

 

２－１ 下水道事業の沿革 

本町の下水道事業は、公共用水域の水質保全や生活環境の向上などを目的とし、１９９６年度（平

成８年度）に特定環境保全公共下水道事業に着手し、２００３年（平成１５年）４月１日に供用を

開始しました。その後、事業計画の見直しを図りながら整備を進め、現在の処理区域は湯田処理区

９８ｈａ、沢内処理区９８ｈａの合わせて１９６ｈａとなっており、処理区域内の施設整備は概成

している状況となっています。 

農業集落排水事業は１９９８年度（平成１０年度）に事業着手し、２００３年（平成１５年）４

月１日に供用を開始しました。現在の処理区域は北川舟地区２８ｈａとなっており、処理区域内の

施設整備は概成している状況となっています。 

特定地域生活排水処理事業は、特定環境保全公共下水道事業と農業集落排水事業の処理区域外を

対象として、本町が合併浄化槽の設置と維持管理を実施する事業であり、２００３年度（平成１５

年度）から事業を実施し、２０２４年度（令和６年度）末で１７８基の浄化槽が事業で設置されて

います。また、個人で設置された浄化槽の内４５基が町に寄付採納されており、合わせて２２３基

について町で維持管理を行い、使用料を徴収している状況となっています。 
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２－２ 特定環境保全公共下水道事業の状況 

（令和７年３月末現在） 

・処理区域面積：１９６ｈａ 

・処理区域内人口：３，２５７人 

・水洗便所設置済人口：２，８３１人 

・下水管布設延長：５６ｋｍ 

・年間有収水量：２８４，４１３㎥／年 

 

①施設の状況 

供用開始年月日 

（供用開始後年数） 

平成１５年４月１日 

(２２年) 

法適（全部・財務） 

非適の区分 
法適（全部） 

処理区域内人口密度 １６．６人／ｈａ 
流域下水道等への 

接続の有無 
無 

処理区数 ２処理区（湯田処理区、沢内処理区） 

処理場数 ２箇所（湯田浄化センター、沢内浄化センター） 

広域化・共同化・最適化

実施状況 

２０２４年度（令和６年度）に定めたストックマネジメント計画に基

づき、最適な施設管理や改築・修繕を実施していきます。 

また、２０２５年度（令和７年度）には、処理水量の減少課題に対処

し経営の健全性確保と維持管理業務を効率的に行うために、農業集落

排水事業を含めた３処理区の統廃合について検討を行い、沢内処理区

は湯田処理区へ統合する方針としました。また、農業集落排水事業の

北川舟地区は沢内処理区へ接続し、特定環境保全公共下水道事業に統

合する予定です。 

 

②使用料 

一般家庭用使用料体系の

概要・考え方 

基本使用料 １０㎥まで １，４３０円 

従量使用料 １０㎥を超えて１㎥につき  

・１０㎥から２０㎥まで１４３円 

・２１㎥から３０㎥まで１５４円 

・３１㎥から５０㎥まで１６５円 

・５１㎥以上１７６円 

業務用使用料体系の 

概要・考え方 
一般家庭用使用料体系と同様 

その他の使用料体系の

概要・考え方 
臨時用 １㎥につき ２４２円 

条例上の使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ２，８６０円 実質的な使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ３，３８６円

令和５年度 ２，８６０円 令和５年度 ３，０８２円

令和６年度 ２，８６０円 令和６年度 ３，４１８円
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③組織 

職員数 

・損益勘定所属職員：３名 

・資本勘定所属職員：０名        計：３名 

農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業と兼務しています。

事業運営組織 

建設水道課（下水道事業会計所属職員３名）が事業運営に当たってお

り、特定環境保全公共下水道事業から給与を支給する職員数は３名で、

内訳は課長代理１名、主査１名、会計年度任用職員１名の配置となって

います。 
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２－３ 農業集落排水事業の状況 

（令和７年３月末現在） 

・処理区域面積：２８ｈａ 

・処理区域内人口：３２４人 

・水洗便所設置済人口：２６２人 

・下水管布設延長：１４ｋｍ 

・年間有収水量：２４，６１８㎥／年 

 

①施設の状況 

供用開始年月日 

（供用開始後年数） 

平成１５年４月１日 

(２２年) 

法適（全部・財務） 

非適の区分 
法適（全部） 

処理区域内人口密度 １１．６人／ｈａ 
流域下水道等への 

接続の有無 
無 

処理区数 １処理区（北川舟地区） 

処理場数 １箇所（北川舟浄化センター） 

広域化・共同化・最適化

実施状況 

２０２３年度（令和５年度）に定めた最適整備構想に基づき、最適な

施設管理や改築・修繕を実施していきます。 

また、２０２５年度（令和７年度）には、処理水量の減少課題に対処

し経営の健全性確保と維持管理業務を効率的に行うために、特定環境

保全公共下水道事業との統廃合について検討を行い、将来的に北川舟

地区は沢内処理区へ接続し、特定環境保全公共下水道事業に統合する

予定です。 

 

②使用料 

一般家庭用使用料体系の

概要・考え方 

基本使用料 １０㎥まで １，４３０円 

従量使用料 １０㎥を超えて１㎥につき  

・１０㎥から２０㎥まで１４３円 

・２１㎥から３０㎥まで１５４円 

・３１㎥から５０㎥まで１６５円 

・５１㎥以上１７６円 

業務用使用料体系の 

概要・考え方 
一般家庭用使用料体系と同様 

その他の使用料体系の

概要・考え方 
臨時用 １㎥につき ２４２円 

条例上の使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ２，８６０円 実質的な使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ３，２３９円

令和５年度 ２，８６０円 令和５年度 ２，９３８円

令和６年度 ２，８６０円 令和６年度 ３，３５３円
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③組織 

職員数 

・損益勘定所属職員：０名 

・資本勘定所属職員：０名        計：０名 

特定環境保全公共下水道事業に従事する職員が兼務しています。 

事業運営組織 
建設水道課（下水道事業会計所属職員３名）が事業運営に当たってお

り、職員数と内訳は特定環境保全公共下水道事業と同一です。 
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２－４ 特定地域生活排水処理事業の状況 

（令和７年３月末現在） 

・処理区域面積：５８，８５０ｈａ 

・処理区域内人口：１，０１２人 

・水洗便所設置済人口：４４９人 

・年間有収水量：４１，７７６㎥／年 

 

①施設の状況 

供用開始年月日 

（供用開始後年数） 

平成１５年９月９日 

(２２年) 

法適（全部・財務） 

非適の区分 
法適（全部） 

処理区域内人口 ０．０２人／ｈａ 
流域下水道等への 

接続の有無 
無 

処理区数 
１地区 

（特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の処理区域外）

浄化槽設置基数 １７８基（寄付採納分を含めた維持管理基数２２３基） 

広域化・共同化・最適化

実施状況 
該当なし 

 

②使用料 

一般家庭用使用料体系の

概要・考え方 

定額制 月額  

・５人槽 ４，６２０円 

・６～７人槽 ４，９５０円 

・８～１５人槽 ５，１７０円 

業務用使用料体系の 

概要・考え方 
― 

その他の使用料体系の

概要・考え方 
― 

条例上の使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ４，６２０円 実質的な使用料 

（２０㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

令和４年度 ６，１１６円

令和５年度 ４，６２０円 令和５年度 ５，７５３円

令和６年度 ４，６２０円 令和６年度 ６，３５７円

 

③組織 

職員数 

・損益勘定所属職員：０名 

・資本勘定所属職員：０名        計：０名 

特定環境保全公共下水道事業に従事する職員が兼務しています。 

事業運営組織 
建設水道課（下水道事業会計所属職員３名）が事業運営に当たってお

り、職員数と内訳は特定環境保全公共下水道事業と同一です。 
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２－５ 民間活力の活用等 

 

民間活用の状況 

ア 民間委託 

（包括的民間委託を含む） 

・下水道処理施設維持管理業務 

・農業集落排水施設維持管理業務 

・浄化槽維持管理業務 

・マンホールポンプ保守点検業務 

・水質検査業務 

・汚泥運搬処理業務 

・脱水汚泥放射能測定業務 

・薬品調達業務 

・電気工作物保安業務 

・消防設備保守点検業務 

イ 指定管理者制度 該当なし 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし 

資産活用の状況 

ア エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等）
該当なし 

イ 土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等）
該当なし 
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第３章 将来の事業環境  

 

３－１ 特定環境保全公共下水道事業の事業環境 

１）事業収支の状況 

 ２０２４年度（令和６年度）の事業費用の

内訳は右図の通りです。 

汚水処理費（使用料として回収すべき経

費）は１４２，４４０千円であり、一方の使

用料収入は４４，１８５千円のため、経費回

収率は３１．０２％となっています。 

基準値である１００％を大幅に下回って

いるため、汚水処理に係る費用が使用料以外

の収入により賄われている状況にあり、適正

な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減

が必要になります。 

過去５年間における営業収支の状況は下図 

の通りです。 

 ２０２４年度に汚水処理費が大きく減少していますが、これは２０２４年度から公営企業会計

に移行したことにより、汚水処理費に含まれる資本費が企業債の元金及び利息から、減価償却費

及び利息になったことによるものです。 

 

 

図３－１－２ 営業収支の推移（特定環境保全公共下水道） 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
使⽤料収⼊ 47,713 47,746 46,258 41,028 44,185
汚⽔処理費 213,116 215,942 230,763 218,654 142,440
経費回収率 22.39% 22.11% 20.05% 18.76% 31.02%

0.00%
5.00%
10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%
35.00%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

職員給与費
16,595 4%

⽀払利息
34,354 8%

減価償却費
230,156 57%

光熱⽔費
20,307 5%

通信運搬費
2,000 1%

修繕費
9,925 2%

材料費
51 0% 委託料

73,997 18%

その他
18,265 5%

図３－１－１ 事業費用の内訳    

（特定環境保全公共下水道）

出典：総務省公営企業決算調査（２０２４年度）

（千円） 

出典：総務省公営企業決算調査（２０２０～２０２４年度）（税抜き） 
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西和賀町下水道事業経営戦略 

 

 次に、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの

程度賄えているかを表す指標である経常収支比率は下図の通りですが、本町では２０２４年度（令

和６年度）が地方公営企業法適用の初年度であり、過去５年間の推移比較はできません。 

 当該指標が１００％以上の場合、単年度収支が黒字であることを示します。 

 ２０２４年度は８８．８６％と１００％を下回り赤字経営の状況を示唆するため、使用料改定

を含め、経営改善に向けた取組が必要となります。 

 

 

図３－１－３ 経常収支比率（特定環境保全公共下水道） 

 

 また、営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰

余金等でも補填することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指

標である累積欠損金比率は下図の通りです。 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められています。 

制度上、地方公営企業法適用の初年度は前年度からの繰越利益剰余金等がない状態であり、純

損失が発生すると累積欠損金が発生します。本町は法適用の初年度に純損失が発生したため、累

積欠損金が発生しています。 

 

 

図３－１－４ 累積欠損金比率（特定環境保全公共下水道） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 88.86%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 106.38%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%

経常収支比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 89.24%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 70.63%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
累積欠損金比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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西和賀町下水道事業経営戦略 

 

２)事業環境と課題 

 続いて、特定環境保全公共下水道事業の事業環境について、「流動比率」、「企業債残高対事業規

模比率」、「経費回収率」、「汚水処理原価」、「施設利用率」、「水洗化率」、「有形固定資産減価償却

率」、「管渠老朽化率」及び「管渠改善率」の９つの経営指標を軸に類似団体との比較分析を実施

し、特定環境保全公共下水道事業の課題を整理しました。 

本町は２０２４年度（令和６年度）が地方公営企業法適用初年度であり、「施設利用率」及び「水

洗化率」以外は過去５年間の推移比較はできません。 

 

①流動比率 

流動比率は、短期的な債務（流動負債）に対する流動資産の割合であり、支払い能力を表す指

標です。当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して、支払うことができる現金等（流動資

産）がある状況を示す１００％以上であることが必要です。 

 本町は債務支払い高が大きいため、２４．０９％と１００％を大幅に下回っています。 

 一般的に１００％を下回るということは１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わな

ければならない負債を賄えておらず、支払い能力を高めるための経営改善を図っていく必要があ

ります。ただし、流動負債の７９％は企業債元金の返済分で占められており、この返済資金は翌

年度の資本的支出予算で措置されることから、ただちに資金不足が発生する恐れはありません。 

 

 

図３－１－５ 流動比率（特定環境保全公共下水道） 

 

②企業債残高対事業規模比率 

 企業債残高対事業規模比率は、使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規

模を表す指標です。 

本町は５０８８．０９％と、類似団体平均値１，１４２．４４％を大幅に上回っています。地

理的条件等により都市部に比較し施設整備に要する経費がかさんだことにより、企業債残高が多

額となっており、また、人口減少等に伴う使用料収入が減少している影響で類似団体平均値の約

４．５倍の数値となっています。このため、使用料水準の見直しが必要な状況にあります。 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 24.09%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 53.28%

0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
流動比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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図３－１－６ 企業債残高対事業規模比率（特定環境保全公共下水道） 

 

③経費回収率 

経費回収率は、使用料収入で回収すべき経費をどの程度使用料収入で賄えているかを表した指

標です。当該指標は使用料収入で回収すべき経費を全て使用料収入で賄えている状況を示す１０

０％以上であることが必要です。 

２０２４年度（令和６年度）における本町の値は３１．０２％と、類似団体平均値６６．６３ 

％を下回っています。 

本町は人口減少等に伴い使用料収入が減少しているなか、特定環境保全公共下水道事業の供用

開始以降、下水道使用料が据え置かれていることから、年々増加傾向にある汚水処理費に対する

下水道使用料の収入割合が低くなっているため、使用料の見直しが必要となっている状況です。 

 

 

図３－１－７ 経費回収率（特定環境保全公共下水道） 

 

 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 5088.09%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 1142.44%

0.00%
1000.00%
2000.00%
3000.00%
4000.00%
5000.00%
6000.00%

企業債残高対事業規模比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 31.02%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 66.63%

0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
70.00%

経費回収率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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西和賀町下水道事業経営戦略 

 

④汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコスト

を表す指標です。本町の汚水処理原価は５００．８２円で類似団体平均値の約２倍となっており、

後述する施設利用率の低さが経営を圧迫しています。今後、人口減少に伴い有収水量の減少が見

込まれていることから、汚水処理原価は上昇する見込みです。そのため、維持管理費の削減や水

洗化率の維持・向上を図っていく必要があります。 

 

 
図３－１－８ 汚水処理原価（特定環境保全公共下水道） 

 

⑤施設利用率 

施設利用率は、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合で

あり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。数値が低い場合、施設が遊休状態又は過

大なスペックとなっている可能性を示唆します。 

本町における施設利用率の過去５年間の推移はいずれの年度においても、類似団体平均値を大

きく下回っており、処理区域内人口の減少が要因と考えられます。そのため、処理区域の統廃合

について検討するとともに、接続率の向上を図っていく必要があります。 

 

 

図３－１－９ 施設利用率（特定環境保全公共下水道） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00 0.00 0.00 0.00 500.82
類似団体平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 252.17

0.00

200.00

400.00

600.00
汚水処理原価（円）

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 12.82% 12.82% 12.82% 10.90% 11.69%
類似団体平均値 42.40% 42.28% 41.06% 42.09% 42.15%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%
施設利用率

出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）
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⑥水洗化率 

水洗化率は、処理区域内人口に対する水洗化人口の割合を表す指標です。 

 本町の水洗化率は、２０２０年度（令和２年度）に８１．２１％であったものが、２０２４年

度（令和６年度）では８６．９２％まで向上し、類似団体平均値である８４．２１％を上回って

いますが、下水道使用料確保のため引き続き水洗化率の向上に努めていく必要があります。 

 

 

図３－１－１０ 水洗化率（特定環境保全公共下水道） 

 

⑦有形固定資産減価償却率 

 有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでい

るかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

 本町は類似団体平均値よりも低くなっていますが、これは公営企業会計に移行した２０２４年

度（令和６年度）が減価償却の初年度として算出されているため、実態より低い値となっている

ものです。 

 

 

図３－１－１１ 有形固定資産減価償却率（特定環境保全公共下水道） 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 81.21% 83.96% 84.78% 85.55% 86.92%
類似団体平均値 84.19% 84.34% 84.34% 84.73% 84.21%

70.00%

75.00%

80.00%

85.00%

90.00%
水洗化率

出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 3.30%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 27.46%

0.00%
5.00%

10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%

有形固定資産減価償却率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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⑧管渠老朽化率 

管渠老朽化率は、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合い

を示しています。 

本町の特定環境保全公共下水道事業は、供用開始が２００３年（平成１５年）４月であり、供

用開始後の経過年数が２２年で耐用年数を超えた管渠がないため、管渠老朽化率は０％となって

います。 

 

 

図３－１－１２ 管渠老朽化率（特定環境保全公共下水道） 

 

⑨管渠改善率 

 管渠改善率は、当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況

を把握できます。 

 本町は更新が必要な管渠老朽化率が０％のため、管渠改善率も０％となっています。 

 

 

図３－１－１３ 管渠改善率（特定環境保全公共下水道） 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02%

0.00%

0.01%

0.02%

0.03%
管渠老朽化率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.05%

0.00%
0.01%
0.02%
0.03%
0.04%
0.05%
0.06%

管渠改善率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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３－２ 農業集落排水事業の事業環境 

１）事業収支の状況 

２０２４年度（令和６年度）の事業費用の

内訳は右図の通りです。 

汚水処理費（使用料として回収すべき経

費）は６，４５５千円であり、一方の使用料

収入は３，５７９千円のため、経費回収率は

５５．４５％となっています。 

基準値である１００％を大幅に下回って

いるため、汚水処理に係る費用が使用料以外

の収入により賄われている状況にあり、適正

な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減

が必要になります。 

過去５年間における営業収支の状況は下図 

の通りです。 

 ２０２４年度に汚水処理費が大きく減少していますが、これは２０２４年度から公営企業会計

に移行したことにより、汚水処理費に含まれる資本費が企業債の元金及び利息から、減価償却費

及び利息になったことによるものです。 

 

 

図３－２－２ 営業収支の推移（農業集落排水） 

 

 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
使⽤料収⼊ 3,273 3,251 3,415 3,036 3,579
汚⽔処理費 49,304 44,442 46,640 44,859 6,455
経費回収率 6.64% 7.31% 7.32% 6.77% 55.45%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（千円） 

図３－２－１ 事業費用の内訳（農集）

⽀払利息
4,611 10%

減価償却費
33,111 75%

光熱⽔費
1,712 4%

通信運搬費
360 1%

委託料
3,137 7%

その他
1,246 3%

出典：総務省公営企業決算調査（２０２４年度）

出典：総務省公営企業決算調査（２０２０～２０２４年度）（税抜き） 

図３－２－１ 事業費用の内訳 

（農業集落排水） 
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 次に、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの

程度賄えているかを表す指標である経常収支比率は下図の通りですが、本町では２０２４年度（令

和６年度）が地方公営企業法適用の初年度であり、過去５年間の推移比較はできません。 

 当該指標が１００％以上の場合、単年度収支が黒字であることを示します。 

２０２４年度は９３．５８％と１００％を下回り赤字経営の状況を示唆するため、使用料改定

を含め、経営改善に向けた取組が必要となります。 

 

 

図３－２－３ 経常収支比率（農業集落排水） 

 

 また、営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰

余金等でも補填することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指

標である累積欠損金比率は下図の通りです。 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められています。 

制度上、地方公営企業法適用の初年度は前年度からの繰越利益剰余金等がない状態であり、純

損失が発生すると累積欠損金が発生します。本町は法適用の初年度に純損失が発生したため、累

積欠損金が発生しています。 

 

 

図３－２－４ 累積欠損金比率（農業集落排水） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 93.58%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 106.62%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%

経常収支比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 95.28%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 107.99%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%

累積欠損金比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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２）事業環境と課題 

 続いて、農業集落排水事業の事業環境について、「流動比率」、「企業債残高対事業規模比率」、

「経費回収率」、「汚水処理原価」、「施設利用率」、「水洗化率」、「有形固定資産減価償却率」、「管

渠老朽化率」及び「管渠改善率」の９つの経営指標を軸に類似団体との比較分析を実施し、農業

集落排水事業の課題を整理しました。 

本町は２０２４年度（令和６年度）が地方公営企業法適用初年度であり、「施設利用率」及び「水

洗化率」以外は過去５年間の推移比較はできません。 

 

①流動比率 

流動比率は、短期的な債務（流動負債）に対する流動資産の割合であり、支払い能力を表す指

標です。当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して、支払うことができる現金等（流動資

産）がある状況を示す１００％以上であることが必要です。 

 本町は債務支払い高が大きいため、３２．７３％と１００％を大幅に下回っています。 

 一般的に１００％を下回るということは１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払わな

ければならない負債を賄えておらず、支払い能力を高めるための経営改善を図っていく必要があ

ります。ただし、流動負債の９７％は企業債元金の返済分で占められており、この返済資金は翌

年度の資本的支出予算で措置されることから、ただちに資金不足が発生する恐れはありません。 

 

 

図３－２－５ 流動比率（農業集落排水） 

 

②企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率は、使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規

模を表す指標です。 

本町は５１７６．９８％と、類似団体平均値７９１．４６％を大幅に上回っています。 

地理的条件等により都市部に比較し施設整備に要する経費がかさんだことにより、企業債残高

が多額となっており、また、人口減少等に伴う使用料収入が減少している影響で類似団体平均値

の約６．５倍の数値となっています。このため、使用料水準の見直しが必要な状況にあります。 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 32.72%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 58.25%

0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
70.00%
流動比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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図３－２－６ 企業債残高対事業規模比率（農業集落排水） 

 

③経費回収率 

経費回収率は、使用料収入で回収すべき経費をどの程度使用料収入で賄えているかを表した指

標です。当該指標は使用料収入で回収すべき経費を全て使用料収入で賄えている状況を示す１０

０％以上であることが必要です。 

２０２４年度（令和６年度）における本町の値は５５．４５％と、類似団体平均値４７．９６ 

％を上回っていますが、回収すべき経費を使用料収入で賄えていない状況にあります。 

本町は人口減少等に伴い使用料収入が減少しているなか、農業集落排水事業の供用開始以降、

下水道使用料が据え置かれていることから、年々増加傾向にある汚水処理費に対する下水道使用

料の収入割合が低くなっているため、使用料の見直しが必要となっている状況です。 

 

 

図３－２－７ 経費回収率（農業集落排水） 

 

 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 5176.98%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 791.46%

0.00%
1000.00%
2000.00%
3000.00%
4000.00%
5000.00%
6000.00%

企業債残高対事業規模比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 55.45%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 47.96%

0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%

経費回収率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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④汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコスト

を表す指標です。本町の汚水処理原価は２６２．２１円で類似団体平均値よりもやや低い水準と

なっており、特定環境保全公共下水道と比較し良好な値となっています。今後、人口減少に伴い

有収水量の減少が見込まれていることから、汚水処理原価は上昇する見込みです。そのため、維

持管理費の削減や水洗化率の維持・向上を図っていく必要があります。 

 

 

図３－２－８ 汚水処理原価（農業集落排水） 

 

⑤施設利用率 

施設利用率は、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合で

あり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。数値が低い場合、施設が遊休状態又は過

大なスペックとなっている可能性を示唆します。 

本町においては、施設利用率を類似団体平均値と比較できる２０２３年度（令和５年度）及び

２０２４年度（令和６年度）で比較すると、当該指標は高い水準にあります。 

 

 

図３－２－９ 施設利用率（農業集落排水） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00 0.00 0.00 0.00 262.21
類似団体平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 325.85

0.00

200.00

400.00
汚水処理原価（円）

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 96.77% 96.77%
類似団体平均値 54.83% 66.53% 52.35% 46.25% 45.32%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%
施設利用率

出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）

- 20 -



西和賀町下水道事業経営戦略 

 

⑥水洗化率 

水洗化率は、処理区域内人口に対する水洗化人口の割合を表す指標です。 

本町の水洗化率は、２０２０年度（令和２年度）に７５．５９％であったものが、２０２４年

度（令和６年度）では８０．８６％まで向上していますが、類似団体平均値である８３．５４％

を２．７％下回っており、下水道使用料確保のため引き続き水洗化率の向上に努めていく必要が

あります。 

 

 

図３－２－１０ 水洗化率（農業集落排水） 

 

⑦有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでい

るかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

本町は類似団体平均値よりも低くなっていますが、これは公営企業会計に移行した２０２４年

度（令和６年度）が減価償却の初年度として算出されているため、実態より低い値となっている

ものです。 

 

 

図３－２－１１ 有形固定資産減価償却率（農業集落排水） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 75.59% 79.40% 79.72% 80.00% 80.86%
類似団体平均値 84.70% 84.67% 84.39% 83.96% 83.54%

70.00%

75.00%

80.00%

85.00%

90.00%
水洗化率

出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 3.12%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 24.53%

0.00%
5.00%

10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%

有形固定資産減価償却率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

- 21 -



西和賀町下水道事業経営戦略 

 

⑧管渠老朽化率 

管渠老朽化率は、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合い

を示しています。 

本町の農業集落排水事業は、供用開始が２００３年（平成１５年）４月であり、供用開始後の

経過年数が２２年で耐用年数を超えた管渠がないため、管渠老朽化率は０％となっています。 

 

 

図３－２－１２ 管渠老朽化率（農業集落排水） 

 

⑨管渠改善率 

管渠改善率は、当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況

を把握できます。 

本町は更新が必要な管渠老朽化率が０％のため、管渠改善率も０％となっています。 

 

 

図３－２－１３ 管渠改善率（農業集落排水） 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
管渠老朽化率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.03%

0.00%

0.01%

0.02%

0.03%

0.04%
管渠改善率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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３－３ 特定地域生活排水処理事業の事業環境 

１）事業収支の状況 

 ２０２４年度（令和６年度）の事業費用の

内訳は右図の通りです。 

汚水処理費（使用料として回収すべき経

費）は１８，０６９千円であり、一方の使用

料収入は１２，０７２千円のため、経費回収

率は６６．８１％となっています。 

基準値である１００％を大幅に下回って

いるため、汚水処理に係る費用が使用料以外

の収入により賄われている状況にあり、適正

な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減

が必要になります。 

過去５年間における営業収支の状況は下図 

の通りです。 

使用料収入が減少傾向にあるなか、汚水処理費は増加しているため、経費回収率は減少傾向に

あります。なお、２０２４年度の汚水処理費増加は公営企業会計に移行したことによる、汚水処

理費の算定方法が見直されたことが影響しています。 

 

 

図３－３－２ 営業収支の推移（特定地域生活排水処理） 

  

2020 2021 2022 2023 2024
使⽤料収⼊ 11,848 11,981 11,940 10,943 12,072
汚⽔処理費 14,599 14,964 14,366 15,200 18,069
経費回収率 81.16% 80.07% 83.11% 71.99% 66.81%

0.00%
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50.00%
60.00%
70.00%
80.00%
90.00%
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⽀払利息
1,896 8%

減価償却費
12,810 54%

修繕費
576 3%

委託料
916 4%

その他
7,334 31%

図３－３－１ 事業費用の内訳 

（特定地域生活排水処理） 

出典：総務省公営企業決算調査（２０２４年度） 

（千円） 

出典：総務省公営企業決算調査（２０２０～２０２４年度）（税抜き） 
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次に、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの

程度賄えているかを表す指標である経常収支比率は下図の通りですが、本町では２０２４年度（令

和６年度）が地方公営企業法適用の初年度であり、過去５年間の推移比較はできません。 

 当該指標が１００％以上の場合、単年度収支が黒字であることを示します。 

 ２０２４年度は７８．８５％と１００％を下回り赤字経営の状況を示唆するため、使用料改定

を含め、経営改善に向けた取組が必要となります。 

 

 

図３－３－３ 経常収支比率（特定地域生活排水処理） 

 

また、営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰

余金等でも補填することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指

標である累積欠損金比率は下図の通りです。 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められています。 

制度上、地方公営企業法適用の初年度は前年度からの繰越利益剰余金等がない状態であり、純

損失が発生すると累積欠損金が発生します。本町は法適用の初年度に純損失が発生したため、累

積欠損金が発生しています。 

 

 

図３－３－４ 累積欠損金比率（特定地域生活排水処理） 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 78.85%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 99.24%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%

経常収支比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 41.23%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 89.91%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
累積欠損金比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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２）事業環境と課題 

続いて、特定地域生活排水処理事業の事業環境について、「流動比率」、「企業債残高対事業規模

比率」、「経費回収率」、「汚水処理原価」、「施設利用率」、「水洗化率」、「有形固定資産減価償却率」

の７つの経営指標を軸に類似団体との比較分析を実施し、特定地域生活排水処理事業の課題を整

理しました。 

本町は２０２４年度（令和６年度）が地方公営企業法適用初年度であり、「施設利用率」以外は

過去５年間の推移比較はできません。 

 

①流動比率 

流動比率は、短期的な債務（流動負債）に対する流動資産の割合であり、支払い能力を表す指

標です。当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して、支払うことができる現金等（流動資

産）がある状況を示す１００％以上であることが必要です。 

本町は類似団体平均値よりもやや低い水準となっています。１００％を下回っているため、短

期的な資金繰りにやや余裕がない状況といえますが、極端に低い水準ではないため、ただちに危

険という水準ではありません。 

 

図３－３－５ 流動比率（特定地域生活排水処理） 

 

②企業債残高対事業規模比率 

企業債残高対事業規模比率は、使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規

模を表す指標です。 

本町は１２４２．４４％と、類似団体平均値３６８．８３％を大幅に上回っており、企業債の

依存度が相対的に高い状況にあるといえます。また、世帯数減少に伴う使用料収入の減少を視野

に入れると、使用料水準の見直しが必要な状況にあります。 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 91.87%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 103.61%

0.00%
20.00%
40.00%
60.00%
80.00%

100.00%
120.00%
流動比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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図３－３－６ 企業債残高対事業規模比率（特定地域生活排水処理） 

 

③経費回収率 

経費回収率は、使用料収入で回収すべき経費をどの程度使用料収入で賄えているかを表した指

標です。当該指標は使用料収入で回収すべき経費を全て使用料収入で賄えている状況を示す１０

０％以上であることが必要です。 

２０２４年度（令和６年度）における本町の値は６６．８１％と、類似団体平均値５３．２５ 

％を上回っていますが、回収すべき経費を使用料収入で賄えていない状況にあります。 

本町は今後、世帯数の減少に伴う使用料収入の減少と汚水処理原価の上昇が見込まれるなか、

特定地域生活排水処理事業の供用開始以降、下水道使用料が据え置かれていることから、汚水処

理費に対する下水道使用料の収入割合が低下するため、使用料の見直しが必要となっている状況

です。 

 

 

図３－３－７ 経費回収率（特定地域生活排水処理） 

 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 1242.44%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 368.83%
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企業債残高対事業規模比率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 66.81%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 53.25%
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80.00%

経費回収率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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④汚水処理原価 

汚水処理原価は、有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコスト

を表す指標です。本町の汚水処理原価は４３２．５２円で類似団体平均値よりも高い水準となっ

ています。今後、経年劣化等に伴う維持管理費の増加により、汚水処理原価は上昇する見込みで

す。そのため、維持管理費の削減や合併浄化槽の普及率向上を図る必要があります。 

 

 

図３－３－８ 汚水処理原価（特定地域生活排水処理） 

 

⑤施設利用率 

施設利用率は、特定地域生活排水処理区域内の世帯数に対する、合併浄化槽設置世帯数の割合

であり、事業の利用状況や適正規模を判断する指標です。 

本町における施設利用率の過去５年間は概ね横ばいで推移しており、直近では類似団体平均値

よりも高い水準を示していますが、下水道使用料確保のため引き続き合併浄化槽の普及率向上に

努めていく必要があります。 

 

 

図３－３－９ 施設利用率（特定地域生活排水処理） 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00 0.00 0.00 0.00 432.52
類似団体平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 325.45

0.00
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汚水処理原価（円）

出典：経営比較分析表（２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 55.56% 55.56% 55.56% 63.33% 63.33%
類似団体平均値 58.19% 56.52% 88.45% 54.08% 52.59%
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出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）
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⑥水洗化率 

水洗化率は、処理区域内人口に対する水洗化人口の割合を表す指標です。 

本町の水洗化率は４４．３７％で類似団体平均値よりも大幅に下回っているため、引き続き合

併浄化槽の普及率向上に努めていく必要があります。 

 

 

図３－３－１０ 水洗化率（特定地域生活排水処理） 

 

⑦有形固定資産減価償却率 

 有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでい

るかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 

 本町は類似団体平均値よりも低くなっていますが、これは公営企業会計に移行した２０２４年

度（令和６年度）が減価償却の初年度として算出されているため、実態より低い値となっている

ものです。 

 

 

図３－３－１１ 有形固定資産減価償却率（特定地域生活排水処理） 

 

 

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 44.37%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 87.02%
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出典：経営比較分析表（２０２３年度、２０２４年度）

2020 2021 2022 2023 2024
⻄和賀町 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 5.74%
類似団体平均値 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 27.57%

0.00%
5.00%

10.00%
15.00%
20.00%
25.00%
30.00%

有形固定資産減価償却率

出典：経営比較分析表（２０２４年度）
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３－４ 処理区域内人口の予測 

１）行政区域内人口の予測 

行政区域内人口の計画値は、下水道事業が単一の事業として他の計画や事業と無関係に計画・

運営されるものではないことから、「第３期西和賀町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（２０２

６年（令和８年）３月改定）に示された人口ビジョンに準じるものとする。 

本町の行政区域内人口の推計結果は図３－４－１の通りであり、計画期間初年度の２０２６年

度（令和８年度）における推計値は４，３８７人であるところ、計画期間最終年度の２０３５年

度（令和１７年度）には３，４５４人まで減少する見込みです。 

 

 

図３－４－１ 行政区域内人口の推移と将来推計 
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２）処理区域内人口及び水洗化人口の推計 

処理区域内人口及び水洗化人口については、前述の行政区域内人口予測値に２０２４年度（令

和６年度）における処理区域内人口実績値の割合を乗じて推計しました。 

なお、特定地域生活排水処理事業においては、下水道使用料が設置浄化槽の人槽により定額制

であるため、使用料収入は人口ではなく浄化槽設置世帯数によって変動することから、処理区域

内世帯数及び浄化槽設置世帯数について推計しました。 

推計手法については、処理区域内世帯数は過去１０年間の平均増減率を２０２４年度における

処理区域内世帯数実績値に乗じて算定し、浄化槽設置世帯数は処理区域内世帯数推計値に２０２

４年度における処理区域内の浄化槽設置世帯数実績値の割合を乗じて推計しました。 

特定環境保全公共下水道事業の処理区域内人口及び水洗化人口の推計結果は図３－４－２の通

りであり、計画期間初年度の２０２６年度（令和８年度）における推計値は、処理区域内人口が

３，１１１人、そのうち水洗化人口は２，７０４人であるところ、計画期間最終年度の２０３５

年度（令和１７年度）には、処理区域内人口が２，４４９人、そのうち水洗化人口は２，１２９人

まで減少する見込みです。 

農業集落排水事業の処理区域内人口及び水洗化人口の推計結果は図３－４－３の通りであり、

計画期間初年度の２０２６年度における推計値は、処理区域内人口が３０９人、そのうち水洗化

人口は２５０人であるところ、計画期間最終年度の２０３５年度には、処理区域内人口が２４４

人、そのうち水洗化人口は１９７人まで減少する見込みです。 

特定地域生活排水処理事業の処理区域内世帯数及び浄化槽設置世帯数の推計結果は図３－４－

４の通りであり、計画期間初年度の２０２６年度における推計値は、処理区域内世帯数が４３０

世帯、そのうち浄化槽設置世帯数は２１７世帯であるところ、計画期間最終年度の２０３５年度

には、処理区域内世帯数が３７８世帯、そのうち浄化槽設置世帯数は１９１世帯まで減少する見

込みです。 
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図３－４－２ 処理区域内人口及び水洗化人口の推計（特定環境保全公共下水道） 

 

 

図３－４－３ 処理区域内人口及び水洗化人口の推計（農業集落排水） 

 

 

図３－４－４ 処理区域内世帯数及び浄化槽設置世帯数の推計（特定地域生活排水処理） 
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３－５ 有収水量の予測 

有収水量の予測は、年度によって１人当たりの日平均有収水量に増減のバラツキがあることか

ら、過去１０年間の１人日平均有収水量実績の平均値に、前述の水洗化人口推計値を乗じて推計

しました。 

特定環境保全公共下水道事業における年間有収水量の推計結果は図３－５－１の通りであり、

計画期間初年度の２０２６年度（令和８年度）における推計値は２７１，３１５㎥であるところ、

計画期間最終年度の２０３５年度（令和１７年度）には２１３，６２１㎥まで減少する見込みで

す。 

農業集落排水事業における年間有収水量の推計結果は図３－５－２の通りであり、計画期間初

年度の２０２６年度における推計値は１９，６２８㎥であるところ、計画期間最終年度の２０３

５年度には１５，４６７㎥まで減少する見込みです。 

特定地域生活排水処理事業においては、下水道使用料が定額制で使用料収入は浄化槽設置世帯

数によって変動することから、有収水量の推計は省略しています。 

 

 

図３－５－１ 年間有収水量の推計（特定環境保全公共下水道） 

 

 

図３－５－２ 年間有収水量の推計（農業集落排水） 
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３－６ 使用料収入の見通し 

１）特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業 

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の使用料収入の予測は、２０２４年度（令

和６年度）における使用料収入及び有収水量の実績値に基づく１㎥当たりの使用料単価（特定環

境保全公共下水道：１５５．３６円／㎥、農業集落排水事業：１５２．４１円／㎥）に、前述の有

収水量推計値を乗じて算出しました。 

 

使用料収入（円）＝使用料単価（円／㎥）×年間有収水量（㎥） 

 

特定環境保全公共下水道事業における使用料収入の推計結果は図３－６－１の通りであり、２

０２５年度（令和７年度）の使用料収入に対して、計画期間最終年度の２０３５年度（令和１７

年度）には７５．３％、２０年後の２０４５年度（令和２７年度）には５７．９％にまで減少する

見込みです。 

農業集落排水事業における使用料収入の推計結果は図３－６－２の通りであり、２０２５年度

の使用料収入に対して、計画期間最終年度の２０３５年度には７４．３％、２０年後の２０４５

年度には５７．３％にまで減少する見込みです。 

 

 

図３－６－１ 使用料収入の推移と将来推計（特定環境保全公共下水道） 

 

 

図３－６－２ 使用料収入の推移と将来推計（農業集落排水） 

44,089

33,187
25,533

0

20,000

40,000

60,000
使⽤料収⼊（実績） 使⽤料収⼊（予測）

3,172

2,357
1,819

0

1,000

2,000

3,000

4,000
使⽤料収⼊（実績） 使⽤料収⼊（予測）

（千円） 

（千円） 

（年度）

（年度）

- 33 -



西和賀町下水道事業経営戦略 

 

２）特定地域生活排水処理事業 

特定地域生活排水処理事業の使用料収入の予測は、２０２４年度（令和６年度）における使用

料収入及び浄化槽設置世帯数の実績値に基づく１世帯当たりの使用料単価（５４，１３４．５３

円／世帯）に、前述の浄化槽設置世帯数推計値を乗じて算出しました。 

 

使用料収入（円）＝使用料単価（円／世帯）×浄化槽設置世帯数（世帯） 

 

特定地域生活排水処理事業における使用料収入の推計結果は図３－６－３の通りであり、２０

２５年度（令和７年度）の使用料収入に対して、計画期間最終年度の２０３５年度（令和１７年

度）には８５．６％、２０年後の２０４５年度（令和２７年度）には７３．９％にまで減少する見

込みです。 

 

 

図３－６－３ 使用料収入の推移と将来推計（特定地域生活排水処理） 
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３－７ 施設の見通し 

特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の３事業ともに

供用開始から２２年が経過しています。そのため、法定耐用年数が７～１５年である機械・電気

設備については、大半の設備が耐用年数を超過しているため、ストックマネジメント計画や最適

整備構想に基づき、適正な管理や修繕を実施することで設備の長寿命化を図ることにより設備投

資の増加を抑制するとともに、設備の劣化状況や重要度を踏まえて優先順位を付け、計画的な設

備更新を実施します。 

また、特定環境保全公共下水道事業では沢内処理区を湯田処理区に接続して統合することによ

り、概ね１０年後には沢内浄化センターを廃止する予定としています。さらに、農業集落排水事

業においても、北川舟地区を沢内処理区に接続して特定環境保全公共下水道事業に統合すること

により、概ね１５年後には北川舟浄化センターの廃止を予定しています。 

 

 

３－８ 組織の見通し 

特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の３事業を、建

設水道課で運営する現在の組織体制が続くことを想定しています。 

 

 

 

 水道事業と下水道事業に従事する職員は、相互に連携する体制とし業務の効率化を図りま

す。 

 災害発生時には、少ない職員体制をカバーするため、庁内の下水道事業の実務経験者の支

援体制を講じます。 

 

〔6⼈〕 〔3⼈〕

建設⽔道課

上⽔道係 下⽔道係
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第４章 経営の基本方針 

 

４－１ 基本方針 

 本町では、近年の産業活動の変化や、生活様式の都市化に伴い、町民の生活環境及び自然環境

に対する意識が高まっているとともに、町の中心部より下流には湯田ダム（錦秋湖）を抱えてお

り、その水質汚濁防止や自然保護の面から適正な汚水処理の推進が求められています。 

 このようなことから、町民に対し、生活排水対策の必要性等について啓発を行うとともに、生

活排水処理の目標については、水質の改善を図ることにとどまらず、生活環境及び自然環境の保

全を図るものとします。 

 

４－２ 経営方針 

１）持続的運営 

①特定環境保全公共下水道事業・農業集落排水事業 

効率的な運営により経営の健全化に努めるとともに、適切な施設管理により施設を保持し、

持続的なサービスを提供していきます。 

 

②特定地域生活排水処理事業 

 これまでの建設投資に伴う公債費の負担や維持管理費の増加傾向から厳しい経営を強いら

れております。限られた財政の中、効率的な運営により経営の健全化に努めるとともに、適

切な施設管理により施設を保持し、持続的なサービスを提供していきます。 

 

２）水洗化率の向上 

①特定環境保全公共下水道事業・農業集落排水事業 

全町的に人口減少が進むことが予測される中、当然、処理人口の減に伴う料金収入の減少

が見込まれ、それに対し、経年劣化等に伴い施設の維持管理費が増となるなど、経営的には

非常に厳しい状況になってくることが予測されます。 

両事業ともに処理区域における施設整備は概成しており、今後は未接続者の接続に向けた

取組みが重要となってくることから、未接続者に対し設置に向けた意識の向上に努め、接続

者の確保を図ります。 

 

②特定地域生活排水処理事業 

 浄化槽の水洗化率は、浄化槽市町村整備推進事業により合併処理浄化槽の設置が進み、年々

上昇傾向にありますが、人口減少等により処理世帯数の減少も推測されることから、施設の

維持管理費を料金収入で賄うことが年々厳しくなってくると予測されます。 

 今後も水洗化率の向上に向け、浄化槽市町村整備推進事業を積極的に活用するとともに、

未設置者に対し設置に向けた意識の向上に努め、設置者の確保を図ります。 

 

３）危機管理の強化 

災害発生時における危機管理体制を強化し、下水道施設の機能維持・早期復旧に努めます。 
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第５章 投資・財政計画（収支計画） 

 

５－１ 投資・財政計画（収支計画） 

 

 投資・財政計画（収支計画）は巻末、様式第２号のとおりです。 

 

 

５－２ 計画策定にあたっての説明 

１）収支計画のうち投資についての説明 

目標 

汚水処理場等の耐用年数を超過する機械・電気設備を中心に更新工事を実

施し、適切な維持管理に努め、予防保全の対策により施設の長寿命化を図っ

ていきます。また、特定地域生活排水処理事業については、普及率の向上に

努め、毎年定期的に整備を進めていきます。 

 

① 特定環境保全公共下水道事業に関する事項 

ストックマネジメント計画に基づき、処理場やマンホールポンプ場の機械・電気設備の更

新を行うとともに、マンホール本体・蓋の腐食箇所について改築・修繕を行う予定です。 

また、沢内処理区について、湯田処理区への統合を計画しています。２０２７年度（令和

９年度）に下水道事業計画の変更業務、翌年度には詳細設計業務を委託し、２０２９年度（令

和１１年度）から２０３３年度（令和１５年度）の５ヵ年で建設工事を行う予定です。 

更に、農業集落排水事業の北川舟地区を沢内処理区へ接続するために、２０３３年度に下

水道事業計画の変更業務、翌年度には詳細設計業務を委託し、２０３５年度（令和１７年度）

から２０３７年度（令和１９年度）の３ヵ年で建設工事を行う予定です。 

 

② 農業集落排水事業に関する事項 

北川舟地区を沢内処理区に接続して、特定環境保全公共下水道事業に統合する予定です。

統合時期は、本経営戦略の計画策定期間後を予定しており、それまで機械・電気設備は事後

保全での修繕を基本とし、修繕での対応ができない場合のみ必要最小限の更新を行う方針と

しています。 

 

③ 特定地域生活排水処理事業に関する事項 

本町の整備基本方針より、毎年５基の整備計画としています。 

 

２）収支計画のうち財源についての説明 

目標 

安定した経営のため、経常収支比率１００％以上と一般会計からの基準外

繰入の削減を目標とします。建設改良費の財源は国庫補助金を活用します。

また、企業債は世代間の公平性を図る効果がありますが、将来の利用者に過

度な負担とならないよう配慮した借入を行います。 
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 ① 使用料収入に関する事項 

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業においては、２０２４年度（令和６年

度）における使用料収入及び有収水量の実績値に基づく１㎥当たりの使用料単価（特環：１

５５．３６円、農集：１５２．４１円）に対し、２０２７年（令和９年）７月、２０３１年

（令和１３年）７月、２０３５年（令和１７年）７月に、それぞれ３０％の使用料改定を想

定します。 

特定地域生活排水処理事業においては、２０２４年度における使用料収入及び水洗化世帯

数の実績値に基づく１世帯当たりの使用料収入５４，１３４．５３円に対し、２０３５年７

月に３０％の使用料改定を想定します。 

 

 ② 企業債に関する事項 

企業債の発行は、建設改良に係る企業債及び資本費平準化債であり、建設改良に係る企業

債については建設改良費の５０％相当額の企業債を以下の条件に基づき、建設改良費支出年

度に発行する計画としています。 

【起債条件】 

〇建設改良債：建物および構築物 

 償還年限：３０年 

 据置期間：５年間 

 借入利率：地方公共団体金融機構の基準金利（２．７％）を採用 

 返済方法：元利均等返済 

〇建設改良債：機械装置 

 償還年限：１５年 

 据置期間：なし 

 借入利率：地方公共団体金融機構の基準金利（１．８％）を採用 

 返済方法：元利均等返済 

〇資本費平準化債 

 償還年限：１５年 

 据置期間：なし 

 借入利率：地方公共団体金融機構の基準金利（１．８％）を採用 

 返済方法：元利均等返済 

 

 ③ 繰入金に関する事項  

 繰入金の試算にあたっては、基準内繰入金と基準外繰入金に区別して試算しています。 

前者の基準内繰入金は、令和７年４月１日の総務副大臣通知「令和７年度の地方公営企業

繰出金（通知）」に基づく繰入金を本通知記載の算定式に基づき試算しています。 

後者の基準外繰入金は、収支均衡となるよう繰入額を試算しています。 
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３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

 ① 職員給与費に関する事項 

   ２０２４年度（令和６年度）の実績額を基準に、人事院公表資料「本年の給与勧告のポイ

ントと給与勧告の仕組み（令和７年８月）」より、２０２０年度（令和２年度）から２０２４

年度の平均値０．９２％をベースアップ率として加味し試算しています。 

 

 ② 動力費に関する事項 

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業においては、２０２０年度（令和２年

度）から２０２４年度（令和６年度）までの過去５年間における動力費の実績平均額に、汚

水処理水量増減率及び物価上昇率を乗じて試算しています。 

汚水処理水量増減率は、年度により増減のバラツキがあることから、過去１０年間の１人

日平均処理汚水量実績の平均値に、水洗化人口推計値を乗じて算出した汚水処理水量推計値

をもとに試算しています。 

また、物価上昇率は２０２２年度（令和４年度）に大きく上昇し、２０２３年度（令和５

年度）には若干下がったものの、今後しばらくは物価上昇が続くものと想定し、計画期間中

の物価指数は２０２０年度から２０２４年度の平均値（消費者物価指数：２０２０年基準の

全国総合消費者物価指数の年度平均値）「１．８２％」を採用しています。 

特定地域生活排水処理事業においては、２０２０年度から２０２４年度までの過去５年間

における動力費の実績平均額に、水洗化世帯増減率及び物価上昇率を乗じて試算しています。 

 

 ③ 修繕費及び材料費に関する事項 

   特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業においては、２０２０年度から２０２

４年度までの過去５年間における修繕費及び材料費の実績平均額に、物価上昇率を乗じて試

算しています。 

特定地域生活排水処理事業においては、２０２０年度から２０２４年度までの過去５年間

における修繕費及び材料費の実績平均額に、水洗化世帯増減率及び物価上昇率を乗じて試算

しています。 

 

 ④ その他経費（光熱水費、通信運搬費、委託料、路面復旧費）に関する事項 

特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業においては、２０２０年度から２０２

４年度までの過去５年間における各経費の実績平均額に、物価上昇率を乗じて試算していま

す。 

特定地域生活排水処理事業においては、２０２０年度から２０２４年度までの過去５年間

における各経費の実績平均額に、水洗化世帯増減率及び物価上昇率を乗じて試算しています。 
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５－３ 使用料水準改定シミュレーション 

１）シミュレーションの前提 

本章における使用料水準の見直しシミュレーションは、現状及び今後の投資・財政計画に基づ

き、試算上で計画されたものであり、この試算をもって使用料改定を行うものではありません。 

今後、実際の経営状況等を総合的に判断しながら、使用料改定率やその時期について更なる審

議を経て方針を決定します。 

本経営戦略における使用料水準の見直しシミュレーションは、２０２５年度（令和７年度）に

実施した水道料金の改定率を参考として経費回収率の向上を図るものとし、特定環境保全公共下

水道事業及び農業集落排水事業において、２０２７年（令和９年）７月、２０３１年（令和１３

年）７月、２０３５年（令和１７年）７月に、それぞれ３０％の使用料改定を想定します。 

特定地域生活排水処理事業については、後頁の図５－３－６より使用料改定を行わなくとも基

準外繰入金は発生しない見込みですが、老朽化に伴い今後、修繕費等の維持管理費の増加が予想

されるため、経費回収率の向上を目的として、２０３５年（令和１７年）７月に３０％の使用料

改定を想定します。 

 

２）使用料水準の改定率（シミュレーション） 

本町の特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の健全化

を図るため、段階的に使用料水準の改定を行った場合の収支見通しは以下のとおりです。なお、

２０２５年度（令和７年度）の数値は決算見込み額となります。 

 

表５－３－１ 使用料水準の改定率（シミュレーション） 

年  度 

改 定 率 

特定環境保全 

公共下水道事業 
農業集落排水事業 

特定地域生活 

排水処理事業 

２０２７年７月 

（令和９年７月） 
改定率３０％ 改定率３０％ － 

２０３１年７月 

（令和１３年７月） 
改定率３０％ 改定率３０％ － 

２０３５年７月 

（令和１７年７月） 
改定率３０％ 改定率３０％ 改定率３０％ 
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図５－３－１ 使用料収入の見通し（特定環境保全公共下水道事業） 

【使用料水準を改定し事業運営を行った場合】 

 

 

図５－３－２ 使用料収入の見通し（農業集落排水事業） 

【使用料水準を改定し事業運営を行った場合】 

 

 

図５－３－３ 使用料収入の見通し（特定地域生活排水処理事業） 

【使用料水準を改定し事業運営を行った場合】 
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３）他会計補助金の見通し（シミュレーション） 

使用料水準の改定を段階的に実施した場合における、営業外収益として計上される基準外繰

入に係る他会計補助金の見通しは以下のとおりです。 

当該基準外繰入の他会計補助金は、赤字を補てんするために一般会計から繰り入れられる、

総務省公表の繰出通知に基づかない基準外繰入金になります。基準外繰入金は、交付税措置さ

れないため、当該値が増加していく場合、その分、一般会計側の財政を悪化させる要因となり

ます。 

この点、使用料水準の改定を行うことで、使用料収入が増加することになり、その分、赤字

額が各事業ともに減少するため、下図のとおり、基準外繰入金となる他会計補助金も減少する

ことが見込まれます。 

なお、特定地域生活排水処理事業においては、使用料水準の改定を実施しなくても基準外繰

入金は発生しない見込みです。 

 

 

図５－３－４ 営業外収益_他会計補助金の見通し（特定環境保全公共下水道事業） 

【使用料水準を改定し事業運営を行った場合】 

 

 

図５－３－５ 営業外収益_他会計補助金の見通し（農業集落排水事業） 

【使用料水準を改定し事業運営を行った場合】 
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図５－３－６ 営業外収益_他会計補助金の見通し（特定地域生活排水処理事業） 

【使用料水準を改定せずに事業運営を行った場合】 
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５－４ 計画に未反映の取組や今後の検討予定の取組の概要 

 ①今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する事項 

特定環境保全公共下水道事業について、沢内処

理区を湯田処理区への統合を計画しています。

また、農業集落排水事業について、北川舟地区

を沢内処理区に接続し、特定環境保全公共下水

道事業に統合する予定です。 

投資の平準化に関する事項 
ストックマネジメント計画などを基にしなが

ら、投資の平準化を図ります。 

民間活力の活用に関する事項 

（ＰＰＰ／ＰＦＩ） 

小規模事業体はＰＰＰ及びＰＦＩの導入は困

難な状況にありますが、小規模事業体の取組事

例など情報収集に努めます。 

その他の取組 
国の動向や他自治体の状況を注視し、必要に応

じて検討を進めます。 

 

 ②今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

２０２７年度（令和９年度）、２０３１年度（令

和１３年度）、２０３５年度（令和１７年度）

に料金改定を予定しています。 

資産活用による収入増加の取組について 

現状、特に取組は行っていませんが、発生汚泥

の肥料化や、エネルギーの再利用について、情

報収集に努めます。 

その他の取組 
国の動向や他自治体の状況を注視し、必要に応

じて検討を進めます。 

 

 ③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項 

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理

者制度、ＰＰＰ／ＰＦＩなど） 

現在実施している民間委託を継続しながら、新

たな制度や取組により更なる民間活力の活用、

導入について検討します。 

職員給与費に関する事項 
事務事業等の見直しを図り、職員の適正配置等

を検討します。 

動力費に関する事項 

今後も更なる効率的な運用を図るとともに、必

要に応じて修繕や更新等により削減に努めま

す。 

薬品費に関する事項 

従来から単価契約の実施などにより経費節減

に取り組んでいますが、包括的民間委託等によ

りコスト削減が可能か検討します。 
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修繕費に関する事項 

機械・電気設備に関しては保全計画に基づいて

修繕を実施していますが、今後は機械・電気設

備や管渠の改築・修繕が増加してくるため、建

設改良工事計画との整合を図りながら計画的

に修繕工事を行います。 

委託費に関する事項 

現在まで実施している民間委託を継続しなが

ら、新たな制度や取組により更なる民間活力の

活用、導入について検討します。 

その他の取組 

広報により水洗化の促進に取り組んでいます

が、今後はホームページによる周知や情報公開

を行い、更に水洗化率の向上に努めます。 

 

 

５－５ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 計画を見直す際には、『計画の策定（Plan）～事業の推進（Do）～達成状況の確認（Check）～改

善策の検討（Action）』の連鎖である「PDCA マネジメントサイクル」を実施することが重要です。 

このサイクルにより、本町の財政状況や社会情勢の変化を定期的に分析し、状況に応じて経営

方針を適宜見直します。また、投資・財政計画（収支計画）については、毎年度進捗管理を行うと

ともに、５年ごとに見直しを行うことにより、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきます。 

なお、経営状況の変化に応じて必要と判断される場合は、５年を待たず、適宜見直しを実施す

ることとします。 
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資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

他
会

計
長

期
借
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返
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会

計
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の
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そ
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計
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補
塡

財
源

不
足
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(F
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他
会

計
借

入
金

残
高
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業

債
残
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資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  

  
 　

　
  

  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金
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0
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0
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1
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1
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2
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1
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8
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1
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8
0

1
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8
0

1
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8
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)

(A
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(L
)
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0

0
0
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0
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0
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0
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0
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2
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2
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2
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3
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1
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8
6

1
1
,4

2
4
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1
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9
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0
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3
7
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0
,7

7
4

1
0
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1
2

1
0
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5
0

1
2
,6

6
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0
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)

(O
)

(P
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

支
出

計

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他

そ
の

他

そ
の

他
減

価
償

却
費

営
業

外
費

用

営
業

収
益

補
助

金
他

会
計

補
助

金

材
料

費

そ
の

他
補

助
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長
期

前
受

金
戻

入

収
入

計
そ

の
他

営
業

外
収

益

営
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費
用

職
員

給
与
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基

本
給

退
職

給
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費
そ
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う
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建
設

改
良

費
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う
ち

一
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借
入

金

流
動

負
債

経
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損
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(C
)-

(D
)

う
ち

未
収

金

特
別

利
益

特
別

損
失

特
別

損
益

(F
)-

(G
)

収 益 的 収 支

当
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度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E
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繰

越
利
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余
金

又
は

累
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動
資
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払
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累
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欠
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金
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（
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1
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7
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6
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5
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4
3

3
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2
0

9
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健
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化
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施
行

規
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規
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健
全
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法
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行
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第
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よ
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し
た

事
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全
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第
2
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に

よ
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算
定

し
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資
金

不
足
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N

）
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（
P

）
×

1
0
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地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金
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不

足
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営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(A

)-
(B
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地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
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L
）
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（
M

）
×

1
0
0
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健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

- 50 -



様
式
第
2号

（
法
適
⽤
企
業
・
資
本
的
収
⽀
）

投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
特

定
地

域
生

活
排

水
処

理
事

業
）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

年
　

　
　

　
　

度
前

々
年

度
前

年
度

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

R
1
7

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
決

算
見

込
2
0
2
6
年

度
2
0
2
7
年

度
2
0
2
8
年

度
2
0
2
9
年

度
2
0
3
0
年

度
2
0
3
1
年

度
2
0
3
2
年

度
2
0
3
3
年

度
2
0
3
4
年

度
2
0
3
5
年

度

１
．

2
,4

0
0

9
,8

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

1
8
,7

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

5
,9

8
9

6
,0

1
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

５
．

６
．

4
6
4

1
,4

9
3

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

3
,2

0
0

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

9
7

3
1
5

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

6
0
0

９
．

5
0
0

5
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(A
)

9
,4

5
0

1
8
,1

2
3

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

(B
)

(C
)

9
,4

5
0

1
8
,1

2
3

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

１
．

2
,9

7
0

1
1
,3

3
7

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

2
2
,5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

5
,9

8
9

6
,2

9
1

7
,2

4
8

8
,8

7
5

1
0
,3

0
8

1
1
,9

2
4

1
3
,2

8
3

1
4
,5

9
2

1
5
,9

2
5

1
7
,2

8
1

1
7
,9

9
3

1
8
,8

7
7

３
．

４
．

５
．

1
4
7

4
9
5

3
0

3
0

3
1

3
2

3
2

3
3

3
3

3
4

3
5

3
5

(D
)

9
,1

0
6

1
8
,1

2
3

2
9
,7

7
8

3
1
,4

0
6

3
2
,8

3
9

3
4
,4

5
6

3
5
,8

1
5

3
7
,1

2
5

3
8
,4

5
8

3
9
,8

1
5

4
0
,5

2
7

4
1
,4

1
2

(E
)

0
0

7
,2

7
8

8
,9

0
6

1
0
,3

3
9

1
1
,9

5
6

1
3
,3

1
5

1
4
,6

2
5

1
5
,9

5
8

1
7
,3

1
5

1
8
,0

2
7

1
8
,9

1
2

１
．

0
0

6
,6

7
5

7
,8

0
8

8
,9

4
2

1
0
,0

7
5

1
1
,2

0
8

1
2
,3

5
0

1
3
,2

3
6

1
4
,0

0
8

1
4
,8

1
0

1
5
,6

4
3

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

４
．

0
0

6
0
3

1
,0

9
8

1
,3

9
7

1
,8

8
1

2
,1

0
6

2
,2

7
5

2
,7

2
2

3
,3

0
7

3
,2

1
8

3
,2

6
9

(F
)

0
0

7
,2

7
8

8
,9

0
6

1
0
,3

3
9

1
1
,9

5
6

1
3
,3

1
5

1
4
,6

2
5

1
5
,9

5
8

1
7
,3

1
5

1
8
,0

2
7

1
8
,9

1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

(H
)

1
4
9
,9

8
7

1
5
3
,4

9
6

1
6
5
,5

2
4

1
7
5
,9

3
4

1
8
4
,9

2
2

1
9
2
,3

0
4

1
9
8
,3

3
9

2
0
3
,0

7
7

2
0
6
,4

9
2

2
0
8
,5

6
3

2
0
9
,9

3
3

2
1
0
,4

3
1

○
他

会
計

繰
入

金

年
　

　
　

　
　

度
前

々
年

度
前

年
度

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

R
1
7

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
決

算
見

込
2
0
2
6
年

度
2
0
2
7
年

度
2
0
2
8
年

度
2
0
2
9
年

度
2
0
3
0
年

度
2
0
3
1
年

度
2
0
3
2
年

度
2
0
3
3
年

度
2
0
3
4
年

度
2
0
3
5
年

度

9
7
0

3
,6

1
4

6
,0

8
1

7
,5

2
0

8
,9

3
3

1
0
,3

2
1

1
1
,6

8
1

1
3
,0

1
9

1
4
,0

3
0

1
4
,8

8
4

1
5
,7

4
5

1
4
,2

6
1

5
6
9

5
6
9

6
,0

8
1

7
,5

2
0

8
,9

3
3

1
0
,3

2
1

1
1
,6

8
1

1
3
,0

1
9

1
4
,0

3
0

1
4
,8

8
4

1
5
,7

4
5

1
4
,2

6
1

4
0
1

3
,0

4
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
,9

8
9

6
,0

1
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,7

6
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

4
,2

2
3

6
,0

1
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6
,9

5
9

9
,6

2
9

6
,0

8
1

7
,5

2
0

8
,9

3
3

1
0
,3

2
1

1
1
,6

8
1

1
3
,0

1
9

1
4
,0

3
0

1
4
,8

8
4

1
5
,7

4
5

1
4
,2

6
1

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

(A
)-

(B
)

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

計

合
計

資 本 的 収 支

補
塡

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  

  
 　

　
  

  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

資 本 的 収 入

工
事

負
担

金

計

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

そ
の

他

- 51 -


